「釜ヶ崎対策」についての請願　
　　　　　　　　　　　　　釜ケ崎就労・生活保障制度実現をめざす連絡会　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（略称・釜ケ崎反失業連絡会）
　　　　　　　　　　　　　　請願人　山田　実
　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　西成区萩之茶屋1-10-20 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　本田哲郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　西成区萩之茶屋3-1-10ふるさとの家
　　　　　　　　　　　　　　　　　　大谷隆夫　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　西成区萩之茶屋2-8-9旅路の里　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紹介議員
１９９６年　９　月　　日
大　阪　府　議　会　議　長　　　　殿　
請　願　主　旨　
　私たち釜ケ崎（あいりん地区）で日雇労働者と共に生き、活動する諸団体・個人は、「バブル経済」崩壊後の釜ケ崎において、多くの労働者が仕事に就けず、野宿を余儀なくされ、路上での無念な死を迎える状態にあることの打開を目指して、再々、大阪府・大阪市の行政当局に対し、切実なる要望をいたしました。
　大阪府会議員諸氏におかれても、釜ケ崎の現状はすでにご承知であり、これまでも府会において対策が真剣に討議され、対策の実施に向けて努力が積み重ねられていることとは存じていますが、私たちの要望について更に一考を加えられ、なお一層、一日でも早く路上で死を迎える労働者がいなくなる施策の実施にむけてのご努力をお願いもうしあげます。
　苦況にある労働者を励まし、行政当局のより迅速な対応を促すために、左記事項の採択を請願いたします。
請　願　項　目　
①大阪市と連名で国に対し、「釜ケ崎総合対策に関する要望書」を提出されたい。
本来、釜ケ崎日雇労働者の存在は、日本全体の経済や政府の政策に起因するものであり、大阪府・大阪市の二自治体だけが責任追求され、財政負担して対処しなければなら　ないものではない。また、現行行政制度では運用上問題に対応しきれない面もある。よ　って、現状内での精一杯の問題解決へ向けての努力を前提としつつ、より根本的対処に　むけて国に責任を取らせる要望書が提出されるべきである。
②10月より緊急対応を為すこと
府労働部は94年に「緊急的対応」として清掃事業を開始したと、府議会で説明している。ならば、本年の釜ヶ崎の状況はどうであろうか。仕事の量は94年の水準近くまで減っている。にもかかわらず、震災の影響で一時的に増加した仕事を見込んで釜ヶ崎へ新たに来た労働者は、現在も釜ヶ崎にとどまっている。その結果、高齢労働者の就労は以前にもまして困難な状況に追い込まれている。野宿に追いやられる労働者も増加している。94年に「緊急的対応」が必要であると判断し、それなりの対応をしたのであるからには、本年においても同様の、いや、当時を上回る対応が為されて当然であろう。最低、センター清掃の10月再開、街路清掃の増員を求める。
③高齢者就労枠を拡大すること。
· 三年に渡る登録数の把握は、「試験的段階」から求職者数に見合う仕事の紹介をする「本格実施」への移行を必然化するに十分な根拠である。府・市協力して就労先を開拓し、一人最低週三日の就労を保障すること。
· 府は「端境期対策」的位置づけを改め、センター清掃を通年化すること。
○就労枠拡大に西成労働福祉センターが対応できるように、西成労働福祉センターの施設・人員の拡張を行うこと。
○登録切り替えの目的は達せられたものと考えられるので、新規登録のみとし、切り替えは行わないこと。就労者の就労単位でのグループ化が進みにくいから。
④日雇労働者の就労保障制度を確立されたい。
「あいりん職安」に紹介窓口を開設し、府発注の公共事業への日雇労働者就労保障制度を実施すること。
⑤毎年、繰り返される梅雨時期（四月ー七月）と年末年始の仕事減少については、特出し（特別就労事業）をおこなうこと。
⑥建設土木業界に使用者責任をより強く認識させること。
高齢者清掃事業就労者アンケートの平均年齢は62.7歳であり、平均釜居住年数は20.3年である。来釜時期では三つの大きな山があり、一番高い山は1986―1990年の21％、次いで1976―1980年の19.9％、そして1966―1970年の18.8％となっている。この三つの時期を簡単に説明すれば、「万博」準備期、景気刺激としての公共投資拡大期、バブル経済期である。来釜以前の就労産業でもっとも多かったのは、建設土木産業の38.9％で、平均在職年数は17年であった。
　以上から言えることは、釜ヶ崎の多忙期に仕事を求めて来た人が59.7％に達し、釜ヶ崎に来る前からを含めて建設土木産業で長年に渡って働き続けてきた人たちが多数を占めているということである。使い捨て労働力として「使用」してきた産業界の社会的責任は大きく、釜ヶ崎対策により大きな資金的負担を求めるべきである。
⑦建設業退職金共済制度の適用拡大に努め、弾力的運用を追求すること
釜ヶ崎労働者の平均在釜年は10年から15年の間にあることは確実であり、共済証紙を貼り続けていれば、一人当たり10年としても100万6千244円もらえる勘定である。集団で捉えれば、100億円となる。また、未貼付の証紙が業者の手元に眠っていることも事実である。いうなれば、本来なら釜ヶ崎労働者に渡るべき退職金が保留されているのである。集団に対する還元策が考えられるべきである。
⑧「高齢者事業団」の設立を指導すること
釜ヶ崎高齢労働者の就労保障のためには、「センター」での紹介数の拡大がもっとも重要な課題ではあるが、最低でも日々300人の求人紹介が求められている現状からすれば、専業機関が必要とされていることは明らかである。「公共・民間」の分野を問わず、就労可能先を開拓する「営業努力」、就労先の仕事内容に応じた就労希望者の振り分けをおこなう「人事」、不採算性を補う一定の「資金面での裏付け」、これらの点を満足させる組織は、「官」単独あるいは「民間」単独で成り立つことは困難であろう。初動体制の確立と、継続的な一定の仕事保障、補助金での経営のバックアップは「官」のなすべきことであろうと考えられる。
「高齢者事業団」設立のための、行政の側から考える条件を現地諸団体に示すこと。
⑨あいりん職安南分室の現在の職務の上に、次の機能を加えられたい。
イ・分室敷地に高齢労働者支援センターを建設、以下の業務をおこなうこと。
　　○年金その他社会福祉制度活用についての相談業務。
· 仕事以外での社会参加の可能性を広げるためのボランティア養成講座など、高齢労働者の能力拡充のための成人学級の運営。
　　○就労不能だが活力ある労働者のため、内職的共同作業場を設け、運営をおこなう。
· 物心両面に渡るカウンセラーの常駐。
· 木工工芸などの技術養成の場
以上の機能を実りあるものとするために、総合文化施設の中に釜ヶ崎にこそ温泉を！労働者の施設利用の活性化と利用者相互の関係づくりに有効だと考える。
⑩白手帳（雇用保険日雇労働被保険者手帳）の運用について
　イ・新規発行については、制約をもうけることなく、交付を申し出たものに対してすみやかに交付すること。
ロ・週休二日の社会的定着を理由に雇用保険印紙の貼付枚数が二ヶ月28枚から26枚に変更された。今や高齢化も社会常識となり、高齢者の就労日数が伸びないこともまた社会的常識である。であるならば、高齢者の貼付枚数は軽減措置が取られるべきである。
ハ・建設土木産業以外にも日雇労働雇用保険制度の周知に勤め、印紙の普及を計ること。
⑪健康保険（日雇特例被保険者）制度について
　イ・「みなし」適用における休業保障の等級を引き上げること。
　ロ・現行制度では健康保険印紙を貼付しているものでも、一度入院などで健康保険印紙が貼付できない状態になった場合、再び働いて印紙を貼り被保険者の確認を受けるのは三月目からになる。その間は、無健保状態となる。例えば、一ケ月毎に健保の資格確認をうけているものが、胃カイヨウで一ケ月入院したとすると、退院後には健保の資格がないことになり、歯医者にもいけなくなる。
　これは制度上の不備であり、休業保障受給停止後二ケ月については、無条件に資　　　格の継続を認めるー確認スタンプを押すー措置をとることとされたい。
⑫単身労働者用低家賃勤労者住宅を地区内あるいは隣接地に建設すること。
⑬「ホームレス・シェルター」を設置すること。
　緊急的に、南海電車天下茶屋線跡地に越年臨泊並のプレハブ二棟を建てること。
　設置にいたるまでは、現地野宿者援助活動団体に補助金をだすこと。
⑭「越年対策」のありかたを見直すこと。
　イ・あいりん職安は年末年始においても業務をおこなうか、あるいは、12月末日に翌年1月について受給資格が確認できる者については、職安休日分について前払いの特例措置をとること。
　ロ・臨時宿泊所の設置場所を地区隣接地に求めること。
　ハ・大阪府においても状況の正確な把握を期すために、職員を派遣・常駐させること。
⑮釜ケ崎労働者が「技能士」の資格を持つことのできる道を開くこと。
　技能士養成講座・職歴の代替証明の発行など。
⑯なお一層各種工事への日雇労働者吸収を図るための努力をおこなうこと。
⑰釜ヶ崎に対する社会認識を改めることに努めること。
釜ヶ崎に対する誤った認識を改めるためには人権啓発活動の中に、釜ヶ崎のことが　　組み入れられるべきだと考える。
イ・府職員や多くの人々に対する啓発活動を行うこと。
ロ・釜ヶ崎への理解を促す「教材」が作られ、広く配布、活用されるよう努めること
以　上
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